
公文書における性別記載欄の見直しについて（調査結果） 

ダイバーシティ推進課では、性的マイノリティの人権擁護の観点から、各所管課で使用されてい

る各種申請書、証明書等の帳票の性別記載欄の見直しについてガイドライン作成の基礎資料とする

ため、平成 30年 8 月に全庁調査を実施した。 

この結果を踏まえ、各所管課で性別記載欄の見直しの手続きを進めるとともに、性別記載欄が必

要な場合で、様式変更が可能な場合の性別記載欄の表記方法について、別紙のとおり「公文書にお

ける性別記載欄の見直しについて（指針）」を作成するものである。 

１ 調査対象及び調査期間 

（１）全庁所管課１９６課 

（２）平成 30年 8 月 21 日から平成 30年 9 月 5日  

２ 調査内容 

各所管課で使用している申請書、証明書等の帳票のうち性別記載欄を設けているもの。 

（事業アンケートも含む） 

３ 調査結果 

性別記載欄の削除が可能なものは全体の３３．２％

４ 性別記載欄の表記方法について 

  公文書における性別記載欄の見直しについて（指針）・・・別紙のとおり （以 上） 

可

30.9%

不可

69.1%

法令に基づくもの

53.5%

性別内訳数の統計分析が事

業実施に不可欠である。

17.4％

国や県の様式を使用する

こととなっている。 17%

国や県等の外部へ性別内訳数の

報告義務がある。 8.8%

一定の手続きで削除が可能

となるもの（システム改修や

要綱等の改正）

【図１】性別記載欄削除の可否と不可の内訳
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